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研究成果の概要（和文）：近年の介護保険制度改革が高齢者や介護者に及ぼす影響を評価した結果，①介護サー
ビス利用料の自己負担割合引上げにより，要介護4以上の2割負担者でサービス利用が抑制，②特養入所要件から
外れた要介護1･2の主介護者の約2割は入所を希望し，認定者のADL依存度や認知症の問題行動，介護者の年齢や
経済状態が入所希望に関連，③訪問診療や訪問看護の利用により，医療ケアを行う介護者のポジティブ感情が増
加，④認知症の問題行動や利用料自己負担割合の高さが介護サービス利用希望の未充足に関連し，未充足は介護
者の精神健康を悪化，⑤介護保険制度を肯定的に評価する人は減少し，介護保険料を負担に感じる人は増加等の
知見が得られた。

研究成果の概要（英文）：This study investigated the impacts of recent reforms to the long-term care 
insurance system on older adults and their caregivers. The main findings are as follows. The 
increase in the co-payment ratio for long-term care service use fees has curtailed service use among
 20%-payers who were certified as care-level 4 or higher. Approximately 20% of primary caregivers of
 older adults in care-level 1 or 2 wish to be admitted to a nursing home, and older adult's ADL 
dependencies and problematic behaviors of dementia, and caregiver's age and economic status were 
related to their desire for admission. Use of home health care services increased positive feelings 
of caregivers providing medical care. Problematic behaviors of dementia and high co-payment rates 
for service fees were associated with unmet needs for service utilization, and unmet needs worsened 
caregiver's mental health. The percentage of those who positively evaluate the long-term care 
insurance system has decreased over time.

研究分野：高齢者福祉政策
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
介護保険制度の持続可能性を担保するための改定が行われているが，改定により生じる問題を把握することは，
制度の効果的な実施を検討する上で有用な資料となる。本研究は，介護保険サービス利用料の自己負担割合引上
げとサービス利用抑制との関連，特養入所要件から除外された要介護1･2における入所希望とその関連要因，医
療ニーズを有する高齢者を在宅で介護する家族に有用な支援，介護サービスの未充足ニーズの状況とその関連要
因や影響，介護保険制度や介護保険料への高齢者の評価，高齢者や介護者の社会的孤立や社会的支援の状況，介
護サービス事業所や介護労働者への支援策等を明らかにし，今後の介護施策の検討に資する知見を得た。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 

 
１．研究開始当初の背景 
 
介護保険制度は 2000 年度に実施されて以降，要介護者の顕在化とサービス供給の普遍化に一

定の成果をあげたと評価できる。一方，介護財政支出の増大に伴い制度の持続可能性への懸念が
高まり，給付抑制を目的とする制度改定が度々行われた。特に 2015 年は，一定以上の所得を有
する者のサービス利用自己負担を 2 割に引き上げ，介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）の
入所対象を原則要介護 3 以上に制限，要支援認定者への訪問介護と通所介護を市町村事業に移
行，介護報酬の大幅引き下げ等，利用者にも事業者にも厳しい改定が行われた。2017 年には高
額介護サービス費の自己負担上限の引き上げ，2018 年にはサービス利用自己負担に 3 割負担が
導入される等，利用者の経済的負担が高まる改定が実施されている。特別養護老人ホームの入所
資格制限に関しても，2014 年の厚労省調査では入所待機者 52.4 万人中の 34％は要介護 1 や 2
で，これらの高齢者や家族に入所制限による影響が生じている可能性がある。制度改定は介護保
険だけでなく医療制度でも実施されており，地域医療構想により急性期･慢性期病床の削減が進
められ，医療処置を要する高齢者を在宅で家族がケアするケースが増えている。 
このような一連の介護保険制度や医療制度の改定は，制度の持続可能性を担保する上で必要

な対応と考えられているが，その結果，要介護度の悪化，介護者の心身健康の悪化や介護離職，
介護人材不足といった問題が生じるとしたら，新たな社会的コストの増大につながる。制度改定
により高齢者や介護者にどのような問題が生じているのか，その問題はどのような特性の人に
多く生じているのか，問題を解消するための対応は何か等の論点を実証的に明らかにすること
は，介護保険制度の効果的な実施を検討する上で有用な資料となる。さらに近年は老々介護や男
性介護者の増加，同居介護の減少等，介護者の状況も変化しており，私的介護態勢の変化に応じ
た支援策を講ずる必要がある。 
 
２．研究の目的 
 
都内一自治体にて「65 歳以上住民」「要支援認定者」「要介護認定者と家族介護者」「介護保険

サービス事業所と介護労働者」等に対する調査を行い，2013 年と 2016 年に当該地域で実施した
調査結果との比較分析や介護者･支援者に対する質的調査の分析結果も合わせて，近年の介護保
険制度改革や医療制度改革，並びに私的介護態勢の変化が，どのような特性の人に，どのような
影響を及ぼしたのかを評価するとともに，社会的排除を防ぐ支援策･支援基盤を検討することを
目的とした。具体的には下記の課題を検討した。 
(1)介護保険制度改定の影響評価：「要支援認定者」「要介護認定者と介護者」に対する調査デー
タを主に用いて，近年の介護保険制度改革の影響を評価する。特に制度改定の中でも利用者や家
族への影響が懸念される「サービス利用料の自己負担割合の引き上げ」と「特別養護老人ホーム
への入所要件の制限」に着目し，これらの改定の影響がどのような特性の人に，どのような形で
生じているのかを把握し，対応策を検討する。 
(2)在宅での医療ケアの影響評価：「要介護認定者の介護者」に対する調査データを主に用いて，
在宅で家族が高齢者の医療ケアを担うことが家族介護者にもたらす影響と有効な支援策を検討
する。 
(3)アンメットニーズの影響評価：「要介護認定者の介護者」に対する調査データを主に用いて，
介護保険サービスの利用希望の充足状況と未充足の関連要因，及び未充足ニーズが介護者に及
ぼす影響を把握し，対応策を検討する。 
(4)高齢者・介護者の経年変化：2019 年に実施した「65 歳以上住民」「要支援認定者」「要介護認
定者と家族介護者」に対する調査結果と，2013 年・2016 年に実施した調査結果を比較して高齢
者や介護者の状況や介護保険制度への評価の経年変化を把握し，近年の課題を明らかにする。 
(5)介護労働者への支援施策の検討：「介護保険サービス事業所と介護労働者」に対する調査デー
タを主に用いて，介護を支える基盤である介護労働者の確保・定着・育成に関する課題と支援施
策を検討する。 
 
３．研究の方法 
 
(1)65 歳以上住民の郵送調査：東京都内 A 市にて 65 歳以上住民（約 4 万人）のうち，特別養護
老人ホーム入居者等を除外した後に無作為抽出した 4,000 人に対して，2019 年 9 月に郵送調査
を行った。調査票の回答は原則，対象となった高齢者本人であるが，健康上の理由等により本人
が回答できない場合は家族等に代理での回答を依頼した（有効回収率：56.0%）。 
(2)要支援認定者の訪問面接調査：東京都内 A 市にて 2019 年 8 月末時点の要支援認定者のうち，
各要介護度から 200 人ずつを無作為抽出した計 400 人に対して，2019 年 9～11 月に訪問面接調
査を実施した。調査対象者（要支援認定者）本人による回答が難しい場合は，主に介護をしてい
る家族等に回答してもらった（有効回収率：74.3%）。 
(3)要介護認定者と介護者の訪問面接調査：東京都内 A 市にて 2019 年 8 月末時点の要介護認定



者のうち，各要介護度から 200 人ずつを無作為抽出した計 1,000 人に対して，2019 年 9～11 月
に訪問面接調査を実施した。回答は要介護認定者の介護を主に担当している家族・親族（主介護
者）に依頼したが，主介護者がいない，または主介護者による回答が難しい場合は，要介護認定
者本人等に回答してもらった（有効回収率：62.0%）。 
(4)介護保険サービス事業所の郵送調査：2019 年 10 月 1 日時点で都内 A 市の介護保険事業者連
絡協議会に加入する介護保険指定介護サービス事業を行う事業所，及び市内の地域密着型サー
ビス事業所を対象とした。同一法人が同一敷地内で複数の介護保険サービス事業を実施してい
る場合は，それらを全て合わせて 1 つの事業所として回答してもらった。上記の選定基準により
対象となった 115 事業所に 2019 年 11 月に郵送調査を行った。調査票の回答は管理者等，事業
所の状況を熟知している者に依頼した（有効回収率：47.0%）。 
(5)介護保険サービス事業所の介護労働者の郵送調査：上記(4)の調査対象となった事業所のう
ち，訪問介護事業所，訪問看護事業所，介護老人福祉施設，介護老人保健施設にて，介護職また
は看護職に従事する労働者の全数を対象とした。正規職員，非正規職員の就業形態は問わないが，
計画作成，管理・事務業務のみに従事している者は除外した。各事業所における介護・看護職員
の人数を正確に把握することは困難であるが，公開されている事業所情報から対象者の概数を
1,439 人と推計した。複数施設･事業所兼務者の重複分は考慮していない。2019 年 11 月に事業所
宛てに郵送で調査票を配布し，対象者に配布してもらった。記入後の調査票は，対象者から事業
所を介さず直接，郵送にて返送してもらった（対象者概数に基づく有効回収率：28.5%）。 
(6)介護者・支援者の質的調査：家族介護者，ケアマネジャー，地域包括支援センター職員，市
役所職員，訪問介護職員，訪問看護職員，介護保険事業者連絡協議会委員，民生児童委員に対す
る半構造化面接と質的分析を実施した。 
【倫理的配慮】調査の実施にあたり，所属機関の倫理委員会の承認を得た。 
 
４．研究成果 
 
(1)介護保険制度改定の影響評価 

近年の制度改定の中でも利用者や家族への影響の大きさが懸念される「サービス利用料の自
己負担割合引き上げ」と「特別養護老人ホーム入所要件の制限」に着目して，これらの改定の影
響を検討した。 
①サービス利用料の自己負担割合の引き上げ 

介護保険サービスの自己負担割合は 2000 年度の制度実施以降 1 割負担であったが，2015 年 8
月から一定以上の所得がある人は 2 割負担となり，2018 年 8 月から一部の人は 3 割負担になっ
た。自己負担割合引き上げの影響を調べるために，2019 年に実施した要支援認定者と要介護認
定者調査の完了者のうち，本人または親族が回答した 901 ケースを対象とし，母集団の人数比率
に応じた結果となるようウェイト値で重み付けをして分析した。 

分析対象者のうち，1 割負担者は 79%，2 割負担者は 9％，3 割負担者は 12％で，国の推定分布
と概ね近似していた。サービス利用料が「非常に負担」という人は 1 割負担者で 8.3%であるの
に対して 3 割負担者では 19.8％で，残差分析の結果，3 割負担者は 0.1％水準で有意に期待値よ
りも「非常に負担」と感じている人が多かった。サービス利用料の負担感を従属変数とし，自己
負担割合，要介護度，回答者の続柄，療養場所を独立変数とする順序プロビット分析でも，1 割
負担者に比べて 3 割負担者はサービス利用料の負担感が 1％水準で有意に高かった。 
月あたりの介護給付費平均単位数を従属変数とし，自己負担割合，要介護度，回答者の続柄，

療養場所，自己負担割合と要介護度(一次項･二次項)との交互作用項を独立変数とする重回帰分
析では，自己負担割合の直接効果は検出されなかった。しかし，2 割負担者では要介護度との交
互作用効果が検出され，要介護度が 4 以上になるとサービス利用が抑制される傾向が示された。 
以上の結果から，3 割負担者では介護サービス利用料の負担感が強いものの，サービスの利用

抑制はさほど生じておらず，むしろ 2 割負担者で，要介護度が重度になるとサービス利用が抑制
される傾向が示された。今後，2 割負担者をさらに増やす制度改定が見込まれており，特に多く
のサービスを必要とする重度の要介護者においては，必要なサービス利用が経済的な理由によ
り抑制される可能性が懸念される。 
②特別養護老人ホームへの入所要件の制限 

特養の入所要件は介護保険制度実施以降，要介護 1 以上であったが，2015 年度の介護保険法
改正により新規入所者は原則，要介護 3 以上に限定された。特養入所要件から外れた要介護 1，
2 の認定者の主介護者における特養入所意向とその関連要因を，要介護 3 以上の認定者の主介護
者と比較し，入所要件の限定と特例入所に係る判断について検討した。2019 年の要介護認定者
調査の完了者のうち，有料老人ホーム等の施設居住者は除外し，介護を主に担っている家族（主
介護者）が回答した 306 ケースを分析対象とした。 

「すぐにでも入所を希望」「入所を検討」と回答した場合を「入所希望あり」とした結果，要
介護 1 は 17%，要介護 2 は 15%，要介護 3 は 27%，要介護 4 は 30%，要介護 5 は 32%の主介護者に
特養入所希望が見られた。要介護度が重度になるほど入所希望は高まっていたが，χ2 検定と残
差分析で介護度による有意差は認められなかった。 
要介護 1,2 と要介護 3～5 の各群について，特養入所希望の有無を従属変数とし，認定者の年

齢・ADL 依存度・BPSD，介護者の年齢・性別・同居介護・就労状況・主観的経済状態・介護負担



感・介護利得感，短期入所利用数，訪問介護利用数，通所介護利用数を独立変数とするロジステ
ィック回帰分析を行った結果，要介護 1,2 の主介護者では，介護負担感の高さと介護利得感の低
さが特養入所希望に関連していた。要介護 3 以上の主介護者では，認定者の認知症の問題行動
(BPSD)の多さ，介護者の年齢の高さ，介護負担感の高さが特養入所希望に関連していた。 
要介護 1，2 の主介護者の特養入所希望に関連していた介護負担感と介護利得感について，そ

れぞれの関連要因を重回帰分析で調べた結果（独立変数は認定者の年齢・ADL 依存度・BPSD，介
護者の年齢・性別・同居介護・就労状況・主観的経済状態，短期入所利用数，訪問介護利用数，
通所介護利用数），要介護 1,2 の主介護者の介護負担感や介護利得感には，主介護者の性別・年
齢・主観的経済状態，認定者の ADL 依存度・BPSD が関連していた。 
以上の結果から，要介護 1 や 2 であっても 2 割弱の主介護者は特養入所を希望しており，認

定者の ADL 依存度が高い，認知症の問題行動が多い，介護者が高齢，介護者の経済状態が悪いと
いった場合に特養入所希望が高まることが示唆された。現在も要介護 3 未満であっても認知症，
虐待，一人暮らし等で在宅生活が困難な場合は特養入所の特例として勘案されているが，これら
に加えて介護者の年齢や経済状態も，特例入所の判断に当たり勘案すべき要件になり得る。 
 
(2)在宅医療ケアの介護者への影響評価 

入院日数の短縮化等に伴い医療ニーズの高い高齢者の在宅療養が増えているが，家族が医療
ケアを担うことの影響に関する知見は乏しい。家族が在宅で要介護高齢者の医療ケアを行うこ
とが介護者のネガティブまたはポジティブな感情に及ぼす影響と，訪問看護や訪問診療といっ
た在宅訪問医療サービスの利用による効果を調べるため，2013 年，2016 年，2019 年に実施した
要介護認定者調査の完了者のうち，要介護認定者が在宅で生活し，主に介護を担う家族が回答し
た 983 ケースを分析した。 
分析対象者の約 1 割が何らかの医療ケアを行っており，要介護 5 では半数の認定者が医療ケ

アを必要としていた。最も多い医療ケアは，褥瘡ケアであった。医療ケアを行うことは，介護負
担感だけでなく，介護利得感にも正の相関を示した。 

訪問看護・訪問診療や介護代替者の有無が，医療ケアの実施と介護負担感や介護利得感との関
連性を調節する効果を調べる多母集団同時分析の結果（ADL 障害，BPSD，介護者の性別・年齢・
主観的経済状態，調査年を統制），訪問看護・訪問診療を利用している介護者が医療ケアを行う
と，介護利得感が高まる傾向が示された。他方，医療ケアを行う介護者では，介護代替者がいて
も代替者がいない場合と同程度まで介護負担感が高まる傾向も示された。 
以上の結果から，家族が在宅で医療ケアを行うことは介護負担感といったネガティブな影響

だけでなく，介護利得感といったポジティブな効果ももたらす可能性があること，訪問看護や訪
問診療の利用により，医療ケアを行う介護者の介護利得感が高まる可能性が示唆された。訪問医
療サービスは他の介護サービスと比べて利用料が高いため，利用しにくい面があるが，病床削減
や入院期間の短縮化は今後も続き，在宅で家族が医療ケアを行う場合も増加する可能性が高い
ことから，訪問医療サービスの利用しやすさを高める必要がある。 
 
(3)アンメットニーズの影響評価 

老々介護や男性介護者の増加，同居介護の減少等，介護者の状況も近年大きく変化しており，
私的介護態勢の変化に応じた支援策を講ずる必要がある。主な介護保険サービスについて未充
足ニーズの状況と私的介護態勢との関連，並びに未充足ニーズが介護者に及ぼす影響を調べる
ために，2019 年に実施した「要介護認定者と介護者調査」の完了者のうち，認定者が自宅療養
で，主介護者が回答した 306 人を分析した。 

短期入所，訪問介護，通所介護，訪問看護について，利用希望はあるが利用していない，もし
くは利用回数が利用希望回数を下回っている人を「主観的ニーズ未充足」とみなしたところ，主
観的ニーズの未充足は，短期入所 32%，通所介護 31%，訪問介護 18%，訪問看護 11%で，短期入所
や通所介護で多かった。 
未充足ニーズの有無を従属変数とし，Andersen の行動モデルや拡張行動モデルに基づき選ん

だ要因を独立変数としてロジスティック回帰分析を行った結果，未充足の関連要因は，「短期入
所」は介護者の学歴，認定者の問題行動，「訪問介護」は介護者の学歴，同別居，利用料の自己
負担割合，「通所介護」は介護者の年齢，就労，認定者の問題行動，「訪問看護」は介護者の学歴，
所得段階，自己負担割合，介護負担感であった。未充足ニーズの有無と介護者の燃え尽き感や抑
うつ感との関連を調べた結果，介護者の燃え尽き感には短期入所の未充足が，抑うつ感には短期
入所と訪問看護の未充足が関連を示した。 
以上の結果から，サービスの種類によって未充足の関連要因は異なるものの，認知症による問

題行動や利用料の自己負担割合の高さが未充足ニーズにつながること，特に短期入所の未充足
ニーズは介護者の心理的ストレスを高める可能性が示された。認知症による問題行動が多いと
介護者の負担感が高まり，サービス利用希望も高まるが，希望に見合うだけのサービスは利用で
きていないこと，自己負担割合の引き上げも利用希望の未充足につながっていることは，在宅介
護の支援基盤を検討する上で大きな課題である。加えて，短期入所は在宅介護サービスの中でも
一般的に利用しにくいサービスであるが，短期入所を利用しやすくすることで介護者のストレ
スを軽減できる可能性が示唆された。 
 



(4)高齢者･介護者の経年変化： 
2019 年に実施した「65 歳以上住民」「要支援認定者」「要介護認定者と家族介護者」に対する

調査結果と，2013 年・2016 年に実施した調査結果を比較して経年変化を分析した結果，介護保
険や介護サービス，社会的排除・孤立に関して主に以下の知見が得られた。 
①65 歳以上住民の経年変化 

「介護保険制度は収めている保険料に見合うだけの制度だと思うか」という質問に「非常に/
まあそう思う」と肯定的な評価をした人は，2013 年 44%，2016 年 43%，2019 年 41%と減少傾向を
示した。介護保険料の支払いを負担に感じている人は，2013 年 43%，2016 年 47%，2019 年 47%と
増加傾向であった。社会的孤立については，「誰とも話をしない日が週に 1 日以上」という人が
2016 年，2019 年ともに約 2 割存在し，改善は見られなかった。「外出頻度が週に 1 回未満」とい
う閉じこもりがちな人の割合も，2013 年 5%，2016 年 4%，2019 年 7%と増加傾向であった。単身
世帯の割合も，2013 年 17%，2016 年 17%，2019 年 20%と増加していた。8050 問題で注目される
「ひきこもり」について，ひきこもり状態の家族・親族がいる人は 5%で，ひきこもりに関する
相談や支援を行っている機関を知らない人は 7 割に上った。 
②要支援認定者の経年変化 

要支援者が主に利用する介護サービスである訪問介護の利用率と満足度は低下していた。地
域支援事業として市が実施する基準緩和型の訪問介護サービスの利用希望者も 2019 年は 2 割程
度で，2016 年より減少していた。社会的孤立については，近所の人との交流がほとんどない人
が 2013 年 37%，2016 年 41%，2019 年 45%と増加しており，友人との交流がほとんどない人も 2019
年は約 4 割と増加していた。犯罪や詐欺の被害について不安に感じている人も経年的に増加し
ており，2019 年は 34%が不安に感じていた。生活費や経済的な不安を感じている人も増加してお
り，2019 年は 27%が不安に感じていた。 
③要介護高齢者・介護者の経年変化 

2019 年は要介護認定者の 28%が一人暮らしで，この割合は経年的に増加していた。介護者が
65 歳以上という老々介護も 2019 年は要介護認定者の 62%を占め，増加していた。主介護者が同
居している割合は 2013 年 80%，2016 年 70%，2019 年 67%と大きく減少していた。介護サービス
については，訪問介護の利用率やショートステイの満足度が低下していた。介護者が周囲の人か
ら情報的・情緒的・手段的支援を得ている割合も減少傾向で，総じて要介護高齢者や介護者の支
援基盤は脆弱化していた。 
 
(5)介護労働者への支援施策の検討 
 介護を支える基盤として重要な介護人材の確保・定着・育成に資する施策を検討するために，
介護サービス事業所の管理者と介護労働者に調査を行った。 
①介護サービス事業所への支援施策 

人材不足が深刻であったのは訪問介護員と施設介護職員であった。特に施設介護職員に関し
ては 1 年未満の早期離職が多く，それに伴い職員の「質の向上」も課題となっていた。人材不足
への対応として外国人の活用が検討されているが，言葉や文化の問題，受け入れの労力等の問題
から，外国人の受け入れには消極的な意見も多く挙がった。外国人介護人材の受け入れや育成は，
事業所に任せるだけでなく，公的機関によるバックアップが必要との意見も見られた。職員の採
用に用いる手段は「民間機関による職業紹介」が多いが，これは高額な場合も多いため，自治体
による「無料職業紹介，マッチング支援，就職相談会等の開催」を求める意見も多くあがった。 
②介護労働者への支援施策 
施設介護職員は，他の職種と比べて仕事満足度や継続意向が低く，燃え尽き感が高い傾向が示

され，労働環境改善施策の優先度が高かった。介護労働者の仕事上の悩み・不安・不満等を解消
する上で役立つ職場での取組みとして，「介護能力の向上に向けた研修」「定期的な健康診断の実
施」「介護に関する事例検討会の開催」「実務の中で上司や先輩から指導や助言を受ける機会の設
定」が多く挙げられた。特に勤続年数が短い職員に対しては，「上司や先輩から指導や助言を受
ける機会」「介護能力を適切に評価する仕組み」「能力や資格取得に応じた賃上げ」が，就業継続
意向を高める可能性が示された。介護人材の確保･定着のために「無料職業紹介，マッチング支
援」「保育園優先入所」「家賃補助事業」「介護職に対する社会的評価の向上」等の施策の有用性
が示唆された。 
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